




























































































表 1 世界銀行による経済特区の分類 
自由貿易地域 




帯。商業自由貿易地域(Commercial Free Zone)。 
輸出加工区 







































































表 2 中国における経済特別区域の概要と優遇政策 
名称・設立時期 地域名 目的 外資優遇政策 
経済特区： (5 ヶ所) 








経済技術開発区第 1 期 















軽減税率：         
生産型企業 24% 
経済技術開発区第 3 期 



















































数で 6922 件、協議投資額で 55.9 億ドル、実際投資額で 22.9 億ドルである8。1989 年まで
に深圳市における三資企業9は全部 2295 社である。これは全国の三資企業の 7 分の 1、広東











































































































































































































































































図 2 深圳経済特区の構成 
 
 さらに、驚くべきことに「深圳速度」という言葉が生み出された。「深圳速度」とは、中


































































































図 3 深圳輸出入額推移 
中心となったのは外資である。1990 年代までに、経済特区における外資企業の割合は約
3 割程度であった(図 3 参照)。年間販売額 500 万元以上の工業企業数は 870 件で、工業総生
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工業総生産額では 18.9%に過ぎない。外資企業は 1,506 件(構成比、78%)を数え、工業総生
産額では 1,653 億元で、深圳全体の 53. %を占めている。 
また、 内では 内資企業は 277 件(構成比、31.8%)、外資の港澳台投資企業は 466
件、その他外資企業は 147 件の構成である。ただし、特区の工業総生産額に占める割合は






図 3 深圳における企業構造の推移(1979~2013 年) 
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てきた。深圳特区の最低賃金は 2010 年以降、毎年改定されている。年平均約 13%のペース
で上昇している。2015 年 2 月の深圳市人力資源・社会保障局により、深圳経済特区の最低
賃金は 3 月 1 日から 2,030 元に引き上げとなる22。この 10 年間で、ほぼ 3 倍増した(表 3
参照)。 
 
表 3 中国の主要都市別最低賃金の推移 (単位:元/月) 
年 北京市 天津市 上海市 深圳市 
2005 580 590 690 690 
2006 640 670 750 810 
2007 730 740 840 850 
2008 800 820 960 1,000 
2009 800 820 960 1,000 
2010 960 920 1,120 1,100 
2011 1,160 1,160 1,280 1,320 
2012 1,260 1,310 1,450 1,500 
2013 1,400 1,500 1,620 1,600 
2014 1,560 1,680 1,820 1,808 
2015 1,720 1,850 2,020 2,030 
注:2008 年と 2009 年は深圳市の市内経済特区内の最低賃金。 
出典:各市の人力資源・社会保障局ウエブサイトより作成。 
 
深圳経済特区の就 い。1989 年末、総就業者 41.2
万人のうち、4000 人(2.4%)が第 1 次産業部門に従事し、21.18 万人(51.4%)が工業部門に、
残りの 19.62 万人(47.6%)が商業、観光サービス業などに従事していた。2011 年末、総就業
者 105.17 万人のうち、3414 人(0.3%)が第１次産業部門に従事し、63.1 万人(60%)が第 2 次
産業部門に、残りの 42 万人(39.7%)が第 3 次産業部門に従事していた23。第 2 次産業と第 3





























































表 4 深圳市部分年份ハイテク製品輸入出状況（2001-2013） 
単位:万元 
年 ハイテク製品貿易総額 輸入 輸出 
2001 2,335,757 1,198,796 1,136,961 
2002 3,344,119 1,775,195 1,568,924 
2003 5,158,146 2,643,846 2,514,300 
2004 6,928,262 3,422,565 3,505,697 
2005 8,868,653 4,159,435 4,709,218 
2006 11,536,580 5,401,421 6,135,159 
2007 13,463,800 6,209,300 7,254,500 
2008 14,099,495 6,162,273 7,937,222 
2009 15,345,520 6,843,409 8,502,111 
2010 19,770,075 8,897,407 10,872,668 
2011 22,416,000 9,936,000 12,480,000 
2012 25,206,532 11,084,532 14,122,000 
2013 30,784,842 13,884,285 16,900,557 
出典: 「深圳統計年鑑」各年度版より作成。 
 





された民営企業である。2014 年には従業員は 15 万人余り、売上高 2882 億元に達した26。 
深圳のハイテク企業数は 2010 年末に製造業全体の 6.3%を占めていたが、売上高は製造
業全体の 13.3%に達した。一方、企業は科学技術開発活動に高い経費を支出している。表 5
は深圳市と全国の研究開発の支出と特許登録数の推移である。深圳市 2009 年の R&D の支
出は 280 億元全国の 8.7%を占めていた。2012 年には、深圳市の R&D の支出は 488 億元
になり、全国の 6.8%となって、その比率は下がってきたものの、R&D の支出は約 2 倍に
増えた。2005 年深圳市の特許登録数は 8983 件であったが、2013 年に深圳市の特許登録数
は 49,756 件になり、僅か 8 年間で深圳市の特許登録数は約 6 倍にまで増加しているのであ


























表 5 R&D 支出と特許登録件数の推移 
年 R&D 支出 単位:億元 特許登録件数 単位:件 
全国 深圳 深圳/全国 全国 深圳 深圳/全国 
2005               214,003 8,983 4.2% 
2006 1,630   573,178 11,494 2.0% 
2007 2,112   351,782 15,552 4.4% 
2008 2,681   411,982 18,805 4.6% 
2009 3,212 280 8.7% 581,992 25,894 4.4% 
2010 4,015 333 8.3% 814,825 34,591 4.2% 
2011 5,994 416 6.9% 960,513 39,363 4.1% 
2012 7,201 488 6.8% 1,255,000 48,662 3.9% 


























































































































































The fact that the economic growth of China started from the establishment of special 
economic zones is well known. At the beginning of the economic reforms, the Chinese 
government learnt from the export-led economic growth of the NIEs in Asia, and established 
four ”special economic zones”, starting in Shenzhen, in 1979. With the progress of reforms 
and opening up, and taking advantage of the successful experiences of the special economic 
zones, the government opened up the entire country for economic reforms, and at the same 
time diversified the nature of such special economic zones. Currently, various types of 
special economic zones in China (such as ”Economic and Technological Development Zone”, 
”Free Trade Zone”, and ”High-tech Industrial Development Zone”) exist and the number 
has increased to more than 4,000. With the expansion and diversification of such special 
economic zones, policies and objectives of the special economic zones have also changed. 
The role of special economic zones  has also moved from being the ”window” of foreign 
capital and technology to the production base of processed products. Right now, such zones 
have taken on a new role of leading technological innovation and independent  brands.
Role and Evolution of Special Economic Zones in 
China’s Economic Development: 
A Case Study of the “Shenzhen Special Economic Zone”
GUAN, Mingli
